
平成１２年３月期 中間決算短信 平成１１年１１月２９日

上 場 会 社 名 株式会社 青森銀行 上場取引所（所属部） 東証市場第一部
コ ー ド 番 号 ８ ３ ４ ２
本 店 所 在 地 青森県青森市橋本一丁目９番３０号
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役総合企画部長

氏 名 林 忠 男 ＴＥＬ ０１７７－７７－１１１１
中間決算取締役会開催日 平成１１年１１月２９日 中間配当制度の有無 有
中間配当支払開始日 平成１１年１２月１０日 特定取引勘定の設置の有無 無

１．１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）

(1) 経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

対前年中間期 対前年中間期 中間（当期） 対前年中間期経常収益 経常利益増 減 率 増 減 率 純 利 益 増 減 率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
11年 9月中間期 ３０，２７８（△１５．２） １，５６０（１３０．４） ８５１ （ ３９．１）
10年 9月中間期 ３５，６８７（ ８．８） ６７７（△８３．５） ６１２ （△７０．６）

11年 3月期 ６７，２２５ １，３５７ １，２１３

１株当たり中間（当期）純利益 会 計 処 理 基 準

円 銭
11年 9月中間期 ４ ５４ 中間財務諸表作成基準
10年 9月中間期 ３ ２７ 中間財務諸表作成基準

11年 3月期 ６ ４６

（注） 11年 9月中間期 187,621,615 株
１．期中平均株式数 10年 9月中間期 187,621,615 株

11年 3月期 187,621,615 株
２．会計処理の方法の変更はありません。

(2) 配当状況

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 (注)11年9月中間期 配当金の内訳

円 銭 円 銭
11年 9月中間期 ２ ５０ 記念配当
10年 9月中間期 ２ ５０

特別配当
11年 3月期 ５円 ００銭

(3) 財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 自己資本比率
( 国 内 基 準 )

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％
11年 9月中間期 ２，１１９，５４５ ８４，５１２ ４．０ ４５０ ４４ (速報値) ９．５７
10年 9月中間期 ２，０７８，４１４ ７７，６５５ ３．７ ４１３ ９０ ９．５５

11年 3月期 ２，１１６，６１４ ７７，７８７ ３．７ ４１４ ６０ ９．２９

11年 9月中間期 187,621,615 株
（注）１．期末発行済株式数 10年 9月中間期 187,621,615 株
（額面株式、１単位の株式数 1,000株） 11年 3月期 187,621,615 株
２．中間期末の有価証券の評価損益 4,109 百万円
３．中間期末のデリバティブ取引の評価損益 △ 468 百万円

２．平成１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり年間配当金

期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
12年 3月期 ５７，５００ ３，６００ ２，０００ ２ ５０ ５ ００

（参考) １株当たり予想当期純利益(通期) １０円 ６６銭

－１－



株式会社 青 森 銀 行

第９２期中（平成１１年９月３０日現在）中間貸借対照表

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 142,289 預 金 1,923,424

コ ー ル ロ ー ン 131,443 譲 渡 性 預 金 4,410

買 入 金 銭 債 権 130 コ ー ル マ ネ ー 962

商 品 有 価 証 券 177 借 用 金 15,143

金 銭 の 信 託 3,000 外 国 為 替 62

有 価 証 券 419,827 そ の 他 負 債 11,230

貸 出 金 1,333,410 貸 倒 引 当 金 32,088

外 国 為 替 1,623 退 職 給 与 引 当 金 6,054

そ の 他 資 産 16,201 債権売却損失引当金 299

動 産 不 動 産 22,725 支 払 承 諾 41,357

繰 延 税 金 資 産 7,358 負 債 の 部 合 計 2,035,032

支 払 承 諾 見 返 41,357 （ 資 本 の 部 ）

資 本 金 15,221

法 定 準 備 金 12,943

剰 余 金 56,347

任 意 積 立 金 48,500

中 間 未 処 分 利 益 7,847

中 間 利 益 851

資 本 の 部 合 計 84,512

資 産 の 部 合 計 2,119,545 負債及び資本の部合計 2,119,545

－２－



注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．取引所の相場のある商品有価証券の評価は移動平均法による低価法(洗い替え方式)により行ってお

ります。また、上記以外の商品有価証券の評価は移動平均法による原価法により行っております。

３．取引所の相場のある有価証券のうち、転換社債及び株式（各々外国証券を含む）の評価は移動平均

法による低価法（洗い替え方式）により行っております。また、上記以外の有価証券の評価は移動平

均法による原価法により行っております。なお、有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託

において信託財産として運用されている有価証券の評価についても同じ方法により行っております。

４．動産不動産の減価償却は、それぞれ次の方法により年間見積額を期間により按分し計上しておりま

す。

建 物 定率法を採用し、税法基準の償却率による。

ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く)については、

定額法を採用し、税法基準の償却率による。

動 産 定率法を採用し、税法基準の償却率による。

その他 税法の定める方法による。

５．外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に

関する実務指針」(日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号)に規定する正常先債権及び

要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸

倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につ

いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち

必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てており

ます。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から

独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており

ます。

７．退職給与引当金は、自己都合退職による期末要支給額を基準として年間繰入見積額を期間により按

分し、中間期末要支給額に相当する額を引き当てております。

８．債権売却損失引当金は、㈱共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将

来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を引き当てております。なお、この引

当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

９．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

10．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除

対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。

11．法人税、住民税及び事業税については、従来当該期に係る税額を計上しておりましたが、当中間期

より税効果会計を適用しております。これに伴い、従来の方法に比べ資産が７，３５８百万円増加す

るとともに、中間利益は９８５百万円、中間未処分利益は７，３５８百万円増加しております。

12．有価証券には自己株式１百万円が含まれております。なお、商法第２１０条ノ２第２項第３号に定

める自己株式はありません。

－３－



13．動産不動産の減価償却累計額 ２４，３４１百万円

14．動産不動産の圧縮記帳額 １，４２３百万円

15．貸出金のうち、破綻先債権額は２３，３４４百万円、延滞債権額は１３，２７８百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒

償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令(昭和

４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する

事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

当中間期から資産の自己査定の結果に基づき貸出金の未収利息を収益不計上としたため、破綻先債

権額には従来採用していた税法基準によれば、３カ月以上延滞債権となるもの５４百万円が含まれて

おります。

また延滞債権額には従来採用していた税法基準によれば、３カ月以上延滞債権となるもの

１，３２７百万円、貸出条件緩和債権となるもの７５百万円、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸

出条件緩和債権のいずれにも該当しないもの１３百万円が含まれております。

16．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は２，３７４百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

17．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２７，９２３百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破

綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

18. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

６６，９２０百万円であります。

19．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

１４，５００百万円が含まれております。

－４－



株式会社 青 森 銀 行

平成１１年４月 １日から
第９２期中 中間損益計算書

平成１１年９月３０日まで

（単位：百万円）

科 目 金 額

経 常 収 益 ３０，２７８

資 金 運 用 収 益 ２３，８０１

（う ち 貸 出 金 利 息） （ １６，７０１ ）

（うち有価証券利息配当金） （ ６，２７０ ）

役 務 取 引 等 収 益 ２，３３１

そ の 他 業 務 収 益 １，８５３

そ の 他 経 常 収 益 ２，２９１

経 常 費 用 ２８，７１７

資 金 調 達 費 用 ４，０７９

（う ち 預 金 利 息） （ ２，９５８ ）

役 務 取 引 等 費 用 ９５０

そ の 他 業 務 費 用 １，８５１

営 業 経 費 １７，３１１

そ の 他 経 常 費 用 ４，５２４

経 常 利 益 １，５６０

特 別 利 益 ５

特 別 損 失 ２３

税 引 前 中 間 利 益 １，５４２

法人税、住民税及び事業税 １，６７７

法 人 税 等 調 整 額 △ ９８５

中 間 利 益 ８５１

前 期 繰 越 利 益 ６２３

過 年 度 税 効 果 調 整 額 ６，３７２

中 間 未 処 分 利 益 ７，８４７

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．「その他経常費用」には、債権売却損失引当金繰入額７百万円を含んでおります。

－５－



(中間決算説明資料)

比較中間貸借対照表(主要内訳)

       株式会社　青 森 銀 行
　　　      　（単位:百万円）

平 成 11 年 平 成 10 年 平成10年度末   比     較

 中間期末(A)  中間期末(B) (要  約)(C)

142,289 198,798 　△ 56,509 111,895 30,394

131,443 78,124 53,319 67,567 63,876

         - 15,000 　△ 15,000 － 0

130 131 　△ 1 125 5

177 312 　△ 135 250 　△ 73

3,000 2,926 74 2,984 16

419,827 364,689 55,138 411,898 7,929

1,333,410 1,340,883 　△ 7,473 1,440,874 　△ 107,464

1,623 371 1,252 605 1,018

16,201 11,510 4,691 15,532 669

22,725 21,653 1,072 22,960 　△ 235

7,358          - 7,358          - 7,358

41,357 44,014 　△ 2,657 41,919 　△ 562

2,119,545 2,078,414 41,131 2,116,614 2,931

1,923,424 1,894,108 29,316 1,909,946 13,478

4,410 1,940 2,470 4,650 　△ 240

962          - 962 1,446 　△ 484

15,143 20,625 　△ 5,482 20,737 　△ 5,594

62 29 33 14 48

11,230 10,269 961 25,680 　△ 14,450

32,088 23,511 8,577 28,353 3,735

6,054 6,092 　△ 38 5,784 270

299 167 132 292 7

41,357 44,014 　△ 2,657 41,919 　△ 562

2,035,032 2,000,759 34,273 2,038,826 　△ 3,794

15,221 15,221 0 15,221 0

12,943 12,750 193 12,843 100

56,347 49,684 6,663 49,722 6,625

48,500 48,300 200 48,300 200

7,847 1,384 6,463 1,422 6,425

中 間 ( 当 期 ) 利 益 851 612 239 1,213 　△ 362

84,512 77,655 6,857 77,787 6,725

2,119,545 2,078,414 41,131 2,116,614 2,931

資 本 の 部 合 計

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

( 資　産　の　部 )

( 負　債　の　部 )

( 資　本　の　部 )

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

貸 倒 引 当 金

預 金

退 職 給 与 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

任 意 積 立 金

中 間(当期)未処分利益

資 本 金

法 定 準 備 金

剰 余 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

資 産 の 部 合 計

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

金 銭 の 信 託

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 手 形

買 入 金 銭 債 権

比     較

(Ａ)－(Ｂ) (Ａ)－(Ｃ)

商 品 有 価 証 券

 科           目

-６-



(中間決算説明資料)

比較中間損益計算書(主要内訳)
   株式会社  青 森 銀 行
   (単位：百万円）

      科                目

経 常 収 益 30,278 35,687 　△ 5,409 67,225

資 金 運 用 収 益  23,801   25,521  　△ 1,720 49,901

(う ち 貸 出 金 利 息)   ( 16,701 )   ( 17,116 )  ( 　△ 415 )   ( 34,721 )

(う ち 有価証券利息配当金)   ( 6,270 )   ( 7,671 )  ( 　△ 1,401 )   ( 13,965 )

役 務 取 引 等 収 益 2,331 2,198 133 4,412

そ の 他 業 務 収 益 1,853 5,336 　△ 3,483 6,431

そ の 他 経 常 収 益 2,291 2,631 　△ 340 6,479

経 常 費 用 28,717 35,009 　△ 6,292 65,868

資 金 調 達 費 用 4,079 5,091 　△ 1,012 9,478

(う ち 預 金 利 息)   ( 2,958 )   ( 4,274 )  ( 　△ 1,316 )   ( 7,952 )

役 務 取 引 等 費 用 950 940 10 1,880

そ の 他 業 務 費 用 1,851 1,209 642 2,987

営 業 経 費 17,311 16,837 474 33,836

そ の 他 経 常 費 用 4,524 10,930 　△ 6,406 17,686

経 常 利 益 1,560 677 883 1,357

特 別 利 益 5 1 4 231

特 別 損 失 23 49 　△ 26 306

税 引 前 中 間（当 期) 利 益 1,542 629 913 1,281

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,677 17 1,660 67

法 人 税 等 調 整 額 △  985 　 　－ △ 985 　　　  －

中 間 （ 当 期 ） 利 益 851 612 239 1,213

前 期 繰 越 利 益 623 771 　△ 148 771

過 年 度 税 効 果 調 整 額 6,372 　 　－ 　　　  －6,372 　　　  －

中 間 配 当 額 　 　－ 　 　－ 　　　  － 469

利 益 準 備 金 積 立 額 　 　－ 　 　－ 　　　  － 93

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 7,847 1,384 6,463 1,422

  (Ａ) － (Ｂ) (  要   約  )中 間 期 (B)中 間 期 (A)

平成１０年度平 成 １ ０ 年 度平 成 １ １ 年 度 比      較

－7－



（中間決算説明資料）

株式会社 青 森 銀 行

１．業 務 粗 利 益 （単位：百万円）

平成１１年中間期 平成１０年中間期 比 較

（１）国 内 業 務 粗 利 益 ２０，９７１ ２５，４１４ △ ４，４４３

（同業務粗利益率） （ ２．１１ ％） （ ２．６８ ％） （ △ ０．５７％)

（２）国 際 業 務 粗 利 益 １３７ ４０７ △ ２７０

（同業務粗利益率） （ ０．２１ ％） （ ０．５１ ％） （ △ ０．３０％)

（３）業 務 粗 利 益 合 計 ２１，１０９ ２５，８２１ △ ４，７１２

（４）業 務 純 益 ２，３３５ ７，３４８ △ ５，０１３

２．利鞘（国内業務部門） （単位：％）

平成１１年中間期 平成１０年中間期 比 較

（１）資金運用利回（Ａ） ２．２８ ２．５４ △ ０．２６

（イ）貸 出 金 利 回 ２．５３ ２．６３ △ ０．１０

（ロ）有 価 証 券 利 回 ２．８４ ３．２７ △ ０．４３

（２）資金調達原価（Ｂ） ２．０８ ２．２５ △ ０．１７

（イ）預 金 等 利 回 ０．２８ ０．３７ △ ０．０９

（ロ）外 部 負 債 利 回 ２．７８ ２．７２ ０．０６

（３）総資金利鞘（Ａ）－（Ｂ） ０．２０ ０．２９ △ ０．０９

－８－



（中間決算説明資料）

株式会社 青 森 銀 行

３．貸倒引当金 （単位：百万円）

平成１１年９月末 平成１１年３月末 比 較

（１）貸倒引当金残高の内訳
（イ）一般貸倒引当金 ６，１５３ ４，５８１ １，５７２
（ロ）個別貸倒引当金 ２５，９３５ ２３，７７２ ２，１６３
（ハ）特定海外債権引当勘定 － － －

平成１１年中間期 平成１０年中間期 比 較

（２）個別貸倒引当金
（イ）繰入額 ２５，９３５ １９，４９７ ６，４３８
（ロ）取崩額 ２３，２１２ １６，７３８ ６，４７４
〔目的使用による取崩額を除く〕

（ハ）純繰入額 ２，７２２ ２，７５８ △ ３６

（３）特定海外債権引当勘定
（イ）対象国数 － カ国 － カ国 － カ国
（ロ）債権額 － － －
（ハ）繰入額 － － －
（ニ）取崩額 － － －

（４）貸出金償却 ４４ ４２ ２

４．有 価 証 券 等 （単位：百万円）

平成１１年中間期 平成１０年中間期 比 較

（１）商品有価証券
（イ）期中売買高 １３，７１２億円 ３，２２２億円 １０，４９０億円
（ロ）売買益等 △ １ １０ △ １１

（２）国債等債券損益
（イ）売却益 １，７５２ ５，２５２ △ ３，５００
（ロ）償還益 ３２ ３８ △ ６
（ハ）売却損 ８８ ５６ ３２
（ニ）償還損 １，７４１ １，１５２ ５８９
（ホ）償 却 ２０ － ２０
（へ）５勘定尻 △ ６４ ４，０８２ △ ４，１４６

（３）株式等損益
（イ）売却益 １，４２１ ２，５０７ △ １，０８６
（ロ）売却損 ３０ ４２ △ １２
（ハ）償 却 － ６，０４８ △ ６，０４８
（ニ）３勘定尻 １，３９１ △ ３，５８３ ４，９７４

平成１１年９月末 平成１１年３月末 比 較

（４）有価証券等の評価損益
（イ）上場有価証券 ３，３９７ ２，０５７ １，３４０
（うち株式） （ ３，８１６） （ ２，２５０） （ １，５６６）

（ロ）デリバティブ取引 △ ４６８ △ ５５４ ８６

－９－



（中間決算説明資料）

株式会社 青 森 銀 行

５．自己資本比率（国内基準） （単位：百万円）

平成１１年９月末 平成１１年３月末 比 較

［速報値］

（１）自己資本比率 ９．５７ ％ ９．２９ ％ ０．２８ ％

（２）基本的項目 ８４，０４１ ７７，２８５ ６，７５６

（３）補完的項目 １２，６５３ １５，５８１ △ ２，９２８

うち劣後ローン残高 ６，５００ １１，０００ △ ４，５００

（４）リスクアセット ９９９，９２４ ９８８，２５３ １１，６７１

６．貸 出 金 （単位：百万円）

平成１１年９月末 平成１１年３月末 比 較

（１）消費者ローン残高 ２１６，５９８ ２０７，９４９ ８，６４９

（イ）住宅ローン残高 １６３，７５３ １５５，３４２ ８，４１１

（ロ）その他ローン残高 ５２，８４４ ５２，６０６ ２３８

（２）中小企業等貸出比率(末残) ６５．３６％ ６３．０４％ ２．３２％

（３）不動産業向貸出残高 ９２，８８３ ９５，４１１ △ ２，５２８

（４）破綻先債権額 ２３，３４４ １０，１９４ １３，１５０

（貸出金残高に占める比率） （ １．７５％） （ ０．７０％） （ １．０５％）

延 滞 債 権 額 １３，２７８ ２３，２５９ △ ９，９８１

（貸出金残高に占める比率） （ ０．９９％） （ １．６１％） （△ ０．６２％）

（５）３カ月以上延滞債権額 ２，３７４ ２，４５７ △ ８３

（貸出金残高に占める比率） （ ０．１７％） （ ０．１７％） （ ０．００％）

（６）貸出条件緩和債権額 ２７，９２３ ２５，１０５ ２，８１８

（貸出金残高に占める比率） （ ２．０９％） （ １．７４％） （ ０．３５％）

７．そ の 他 （単位：百万円）

平成１１年中間期 平成１０年中間期 比 較

（１）役務取引等収益

（イ）金額 ２，３３１ ２，１９８ １３３

（ロ）経常収益比 ７．７０ ％ ６．１５ ％ １．５５ ％

（２）外国為替取扱高 １４６百万㌦ １，５１９百万㌦ △ １，３７３百万㌦

（３）外国為替売買益 ６７ ３４ ３３

－１０－



（参考情報）

１．リスク管理債権

（単位：百万円）

平成１１年９月末 平成１１年３月末 比 較

破 綻 先 債 権 ２３，３４４ １０，１９４ １３，１５０
延 滞 債 権 １３，２７８ ２３，２５９ △ ９，９８１
３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 ２，３７４ ２，４５７ △ ８３
貸 出 条 件 緩 和 債 権 ２７，９２３ ２５，１０５ ２，８１８

合 計 (Ａ) ６６，９２０ ６１，０１５ ５，９０５
(貸出金残高に占める比率) ( ５．０１％) ( ４．２３％) （ ０．７８％）

貸 倒 引 当 金 残 高(Ｂ) ３２，０８８ ２８，３５３ ３，７３５
(う ち 個 別 貸 倒 引 当 金) ( ２５，９３５ ) ( ２３，７７２ ) （ ２，１６３)

担保等による保全額(Ｃ) ３１，１１６ ３５，２１７ △ ４，１０１

{(Ｂ)＋(Ｃ)}÷ (Ａ)％ ９４．４％ １０４．２％ △ ９．８％

２．金融機能再生緊急措置法に基づく資産内容の開示

（単位：百万円）

平成１１年９月末 平成１１年３月末 償 却 ・ 引 当 方 針

担保・保証等で保全されていない
破 産 更 生 等 債 権 ３８，２１４ ３０，５７７

部分に対して１００％償却・引当

担保・保証等で保全されていない
危 険 債 権 ５，９１６ １４，２０７

部分に対して７０％以上を引当

要 管 理 債 権 ２７，１１３ ２４，９６６ 今後３年間の予想損失額

正 常 債 権 １，３０９，４５４ １，４３８，２６９ 今後１年間の予想損失額

－１１－



（添付資料)
株 式会社 青 森銀行

１．有価証券の時価等
（金額単位：百万円）

期 別 当中間会計期間末 (平成１１年９月３０日現在) 前中間会計期間末(平成１０年９月３０日現在) 第９１期(平成１１年３月３１日現在)

中間貸借 中間貸借 貸 借
対 照 表 時 価 評価損益 対 照 表 時 価 評価損益 対 照 表 時 価 評価損益

種 類 価 額 うち評価益 うち評価損 価 額 うち評価益 うち評価損 価 額 うち評価益 うち評価損

商品有価証券
債 券 7 7 0 0 - - - - - - - - - - -

有 価 証 券
債 券 141,889 141,142 △ 746 1,278 2,024 75,497 81,100 5,603 5,603 0 110,434 110,577 142 1,945 1,802

株 式 27,676 31,492 3,816 3,827 11 31,172 34,679 3,506 3,531 24 27,495 29,746 2,250 2,265 15
うち自己株式 ( 1) ( 1) ( 0) ( 0) ( -) ( 2) ( 2) ( △ 0) ( -) ( 0) ( 2) ( 2) ( 0) ( 0) ( )

そ の 他 13,272 13,599 327 501 173 20,075 20,365 289 814 524 32,527 32,192 △ 335 568 904

小 計 182,837 186,234 3,397 5,606 2,209 126,746 136,145 9,399 9,949 550 170,457 172,515 2,057 4,779 2,721

合 計 182,844 186,241 3,397 5,607 2,209 126,746 136,145 9,399 9,949 550 170,457 172,515 2,057 4,779 2,721

（注）１．本表記載の商品有価証券及び有価証券は、上場有価証券（債券は、国債、地方債、社債であります。）を対象としております。
なお、上場有価証券の時価は、主として東京証券取引所の最終価格によっております。ただし、第９１期及び当中間会計期間末の上場債券の時価は、主として、東京 －

証券取引所の最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。 ２

２．非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおりであります。 １

（金額単位：百万円） －

期 別 当中間会計期間末 (平成１１年９月３０日現在) 前中間会計期間末(平成１０年９月３０日現在) 第９１期(平成１１年３月３１日現在)

中間貸借 中間貸借 貸 借
対 照 表 時 価 評価損益 対 照 表 時 価 評価損益 対 照 表 時 価 評価損益

種 類 価 額 相 当 額 うち評価益 うち評価損 価 額 相 当 額 うち評価益 うち評価損 価 額 相 当 額 うち評価益 うち評価損

商品有価証券
債 券 144 145 0 0 0 208 209 0 0 - 191 191 0 0 0

有 価 証 券
債 券 98,851 99,892 1,040 1,685 645 107,593 110,404 2,811 3,532 720 100,928 102,094 1,166 2,050 883

株 式 669 529 △ 140 15 156 686 368 △ 317 0 318 713 478 △ 234 19 253

そ の 他 4,041 3,854 △ 187 250 438 4,021 2,952 △1,068 3 1,072 3,923 3,255 △ 667 28 696

小 計 103,563 104,275 712 1,952 1,240 112,301 113,726 1,424 3,536 2,111 105,565 105,829 264 2,098 1,834

合 計 103,708 104,420 712 1,952 1,240 112,510 113,936 1,425 3,537 2,111 105,756 106,021 264 2,099 1,834

非上場有価証券の時価相当額は、店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募債券については日本証券業協会が発表する公社債店頭（基
準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格、証券投資信託の受益証券については基準価格によっております。

３．本表及び上記(注)２．記載の「債券」、「株式」、「その他」の区分は、貸借対照表科目に合わせております。



４．時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の主なものの（中間）貸借対照表価額は、次のとおりであります。
（金額単位：百万円）

期 別 当中 間会計期間末 前中間会計期間 末 第 ９１ 期
種 類 (平成１１年９月３０日現在) (平成１０年９月３０日現在) (平成１１年３月３１日現在)

商品有価証券 公募債以外の内国非上場債券 - - -

残存償還期間１年以内の公募非上場債券 25 103 59

有 価 証 券 公募債以外の内国非上場債券 79,335 55,951 75,191

残存償還期間１年以内の公募非上場債券 30,269 47,828 40,442

内 国 債 以 外 の 非 上 場 債 券 21,681 19,466 18,110

非 上 場 の 関 係 会 社 株 式 62 51 62

非 上 場 の そ の 他 株 式 1,559 1,673 1,549

－

クローズド期間中の投資信託受益証券 500 652 500 ３
１

そ の 他 18 18 18 －

２．金銭の信託の時価等
（金額単位：百万円）

期 別 当中間会計期 間末 前中間会 計期間末 第 ９１ 期
(平成１１年９月３０日現在) (平成１０年９月３０日現在) (平成１１年３月３１日現在)

中間貸借 中間貸借 貸 借
対 照 表 時 価 等 評価損益 対 照 表 時 価 等 評価損益 対 照 表 時 価 等 評価損益

種 類 価 額 うち評価益 うち評価損 価 額 うち評価益 うち評価損 価 額 うち評価益 うち評価損

金銭の信託 3,000 2,942 △ 57 22 80 2,926 2,921 △ 4 1 6 2,984 2,983 △ 1 12 14

(注) 時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっております。
１．上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づい
て計算した価格によっております。
２．店頭売買株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。



( 添 付 資 料 )
株式会社 青森銀行

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

取引の時価等に関する事項

（１）金利関連取引

(金額単位：百万円)

区 当中間会計期間末 前中間会計期間末 第９１期
（平成１１年９月３０日現在） （平成１０年９月３０日現在） （平成１１年３月３１日現在）

分 種 類 契約額 時 価 評価 契約額 時 価 評価 契約額 時 価 評価
損益 損益 損益

うち1年超 うち1年超 うち1年超

金利先物
売 建 － － － － － － － － － － － －
買 建 － － － － － － － － － － － －
金利オプション
売 建

取 コール － － － － － － － － － － － －
引 ( －) ( －) ( －)
所 プット － － － － － － － － － － － －

( －) ( －) ( －)
買 建
コール － － － － － － － － － － － －

( －) ( －) ( －)
プット － － － － － － － － － － － －

( －) ( －) ( －)

金利先渡契約
売 建 － － － － － － － － － － － －
買 建 － － － － － － － － － － － －
金利スワップ
受取固定・支払変動 － － － － － － － － － － － －
受取変動・支払固定 9,058 8,158 △ 440 △ 440 20,308 9,375 △ 889 △ 889 9,970 8,723 △ 524 △ 524

受取変動・支払変動 － － － － － － － － － － － －
受取固定・支払固定 － － － － － － － － － － － －

金利オプション
売 建

店 コール － － － － － － － － － － － －
( －) ( －) ( －)

頭 プット － － － － － － － － － － － －
( －) ( －) ( －)

買 建
コール － － － － － － － － － － － －

( －) ( －) ( －)
プット － － － － － － － － － － － －

( －) ( －) ( －)
そ の他
売 建 － － － － － － － － － － － －

( －) ( －) ( －)
買 建 － － － － － － － － － － － －

( －) ( －) ( －)

合 計 △ 440 △ 889 △ 524

（注）１．時価の算定
取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきま
しては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。
２．（ ）内は、(中間)貸借対照表に計上したオプション料であります。

－１４－



（２）通貨関連取引
(金額単位：百万円）

区 当中間会計期間末 前中間会計期間末 第 ９ １ 期
(平成１１年９月３０日現在） (平成１０年９月３０日現在） (平成１１年３月３１日現在）

分 種 類
契約額等 時 価 評 価 契約額等 時 価 評 価 契約額等 時 価 評 価

損 益 損 益 損 益
うち1年超 うち1年超 うち1年超

通貨スワップ 32,493 454 △ 28 △ 28 1,715 574 △ 51 △ 51 548 511 △ 29 △ 29
店 うち米ドル 32,493 454 △ 28 △ 28 1,715 574 △ 51 △ 51 548 511 △ 29 △ 29
うち英ポンド － － － － － － － － － － － －

頭 うち独マルク － － － － － － － － － － － －
うちその他 － － － － － － － － － － － －

(注)１．時価の算定
割引現在価値により算定しております。
２．先物為替予約、通貨オプション等のうち、(中間)期末日に引直しを行い、その損益を(中間)損益計算書に計上し
ておりますので上記記載から除いております。
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

(金額単位：百万円）

区 当中間会計期間末 前中間会計期間末 第 ９ １ 期
種 類 (平成11年9月30日現在) (平成10年9月30日現在) (平成11年3月31日現在)

分
契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

通 貨 先 物
売 建 － － －
買 建 － － －

通貨オプション
売 建

取 コ ー ル － － －
引 （ －） （ －） （ －）
所 プ ッ ト － － －

（ －） （ －） （ －）
買 建
コ ー ル － － －

（ －） （ －） （ －）
プ ッ ト － － －

（ －） （ －） （ －）

為 替 予 約
売 建 １４６ １１２ １７３
買 建 ３２ － ８１
通貨オプション
売 建
コ ー ル － － －

（ －） （ －） （ －）
店 プ ッ ト － － －

（ －） （ －） （ －）
頭 買 建

コ ー ル － － －
（ －） （ －） （ －）

プ ッ ト － － －
（ －） （ －） （ －）

そ の 他
売 建 － － －
買 建 － － －

(注）（ ）内は、(中間)貸借対照表に計上したオプション料であります。

（３）株式関連取引

該当事項ありません。

（４）債券関連取引

該当事項ありません。

（５）商品関連取引

該当事項ありません。

－１５－


